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聊 そ 4 ね☆だ，.，?*;?;:̂ ???̂ ^̂!!?̂ ;

:けi学会雑誌J <57卷 5 号 （! 97碑 5 月）

観的な分析の態度に徹したものではるが，韓{$!の経 

済発展を軌道にのせるための諸政策に関する基本問题 

を提示しようという，韓国の経済学者としての李君の 

熱情力;十分感じとられるのである。 

n 次に若干の点につき，個別的にコメントをつける 

こととする. ,

0 ) —国経済の変動を計量的に分析するギ統きは , 

一定の理論を前提にして，（イ)その理論のフレームワー 

クの中で種々提出される仮説を統計的に换証し（ロ)最 

も強力な説明力を与える各関係式を推定し，（'》それら 

の推定式からなる同時方程式体系を構築して，予測ち 

るいは政策シミュ レーションに役立たせようと試みる。 

そのような手続きは,一国経済の量的側面にあらわれ 

る構造および変動の実態を明らかにする目的に对して， 

最も有効な方法である。

( 2 ) この論文は，上記の目的をもって，韓国経済の 

：1953〜1969間における変動分析を包揺的に行なうこと 

を意 !•巧する。方法論的には主として巨視的分析の手法 

を採If?し経済の各面において多数の経済関係式の計 

測した結果を詳細に吟味し，戦後の韓IS経済の特質を 

明るみに出そうと試みたものである。’ したがって，.こ 

の 論 文 は 用 経 済 学 （applied economics) の領域におけ 

る研究と晃るべきであろう， 、

計量経清学的に見たとき， この論义に展開された論 

旨は，次のような特徴をもつ。

(ィ） 分析の理論的装置は， 般均衡体系を基礎にお 

きつつ，発展途上国のニB!構造を前提にした不均等発 

展のモデルを意識しているように見える。具体的には， 

経済変動は，総需要索引型の側面と，それに対応する 

供給サイドの実証分析の面に分かれる。需要の面では， 

投資関数，消費関数，貯蓄関数，輸出関数,在路閲数 

等が計測される。 しかし在膝投資に関しては必ずしも 

满足な結果が得られていない。

(ロ》 消費関数についてはcontinuous habit persistence 

仮説の有/効性が主張される。他方，貯蓄{1̂ 数 （Houtlm- 

k k e rの定式化）による貯蓄率の推 f十がなされ， 闕i国の 

それが国際標準より高いことが鬼出されるが，消費関 

数との理論的関係は明確でない。

H 投資閲数については，有意な説明变数としてG 

N P  ( V ) とその塌分/ i V , および輸入Mが拳げられ 

る。投資と輸入の関係は理論的に明らかでない。たと 

え海外技術の導入という形で説明されたとしても，そ 

れは，行動関数と，しての投資需要と輸入との因圾関係 

を示すものではなく，問題の本質は輸入と投資を相関

せしめている， より自得i的なモデルの構築にあり，そ 

の耍甲分析こそが重5^でることに気付かねぱならな 

い，ここに，単一最小二乗法推定の限界と部分均衡体 

系による理論裝置の欠猫が現われている。

( - ) かかる一連の総需耍檢成部分の評測ぼ，明らか 

に需要リ一ド型の巨視的計量経済学的モデルを基礎に 

おいていると考えトれる。 この種の短期変勘モテ‘ルは, 

景気変動過程における予測と政策シ、ミュレーシg ンを 

意因するために，四半期デ 一 タを使用するのが普通で 

もろ。他方，李君は，韓国経済は， 循環よりは trend 

をもつ成長促進型の経済であるとして，年次データか 

基本に計測を行なう。 この点において，経済発展モデ 

ルの視点と，ケインズ的マクロモデルの性格の融合が 

意図されているが，この関律は理論的には明確でない。

(ホ） 供給サイドの分析として , コブ，ダグラス型生 

産関数， ' 、ロツ ド型生産関数，分配関数の測定を行な 

うが，資本ストックの概念，資料の精度-,生産関数論 

の理論的侧而において不十分である。賞金率決定の場 

に 対 し Phillips-Lipsey — プが檢証される力'i , 同様

に明確な統詠的結果を得ていない。 

m 以上を概括すると，韓国経済の分析を包括的にと 

り上げ，巨視的側面に加えて構造的特徴をも検出し， 

若干の政策提言を行なうことを試みた点は， この論文 

の貢献として十分に評価される。 '

物価インフレーシa ン，通貨供給の分析において，

デューゼンペリ一流の  demand-deterniined, cost-deter

mined, un-identified等の概;^に基づく検証を試みてい 

るゼ、’ 実証分析の立場からは， これらの概念を識別す 

ることは容易ではない。この間题に典型的に見られる 

ごとく， この論文の展開では一般に経済変動分析のた 

めの理論構成とその検証過程が十分に完結していると 

はい免ない。本論文が , 一語にしていえぱ，包括的で 

はちるが断片的という評価をまぬがれない理出はこぐ 

にある。

しかしながら , 日本に比べて統計資料の不ニト分な騎 

国経済について，李君-は，国際的に提出されている殆 

どの諸仮説をとり上げ， これを統評的に檢証し，さら 

にその経済的意 !!1ミを考究して，発展途上国の経済変⑩ 

を分析している。

現在，世界め各国において，消費，投資，在 敏 貯  

蓄，輪出，輸入，生産関数 , フィリップス. カープ等 

について，各!！のデータの使用による評測値が包抵的 

に提出され，それぞれの仮説の俊劣',経済発展段階と 

それぞれの仮説の適合性等につ1/、て，多くの研究結あ

400 (M))
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が報告されてきた.それらの計測結果に基づく 

findingsは，現在， 学界の共有財産となっている。李 

君の研究は，発展，途上国における分析結果を学界の共 

有財産に新しく付加したという点で， この実証研究の 

結果は高く評価さるべきでちろう。

さらに， これらの結果を，国際標準値と比絞すると 

いう手法の下で，騎国経済め数量的特徴を摘出してい 

る点は，この論文のもうひとつの貢献といえよう。

季君は統計的手法に情通しているぱかりでなく，本 

研梵の背後には発展途上国の経済発展に関する英 * 

日，仏語の文献挤究の広い基盤が窺われる。

以上のような審査を総合して，本論文は経済学博士 

の学位に十分値するものと判定される。

論 文 審 査 担 当 者 主 査 矢 内 原 勝  

、’劇 查 大 熊 一 郎  

副 查 尾 崎 厳
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「食肉経済—— 競争構造分析 - -J 論文耍旨 

高 橋 伊 一 郎

1 . 饒ィ構造分析の方法は，E. H .チェンバリンの 

独占的競# の理論，ジ 3 —ン.ロビンソンの不完全競

の経済学から出発し J ,  S . ベインによって体系化 

され，産業組織論として確立されたものである*本論 

文は，肉畜飼養から愈肉として購買されるまでのわが 

国の食肉経済の現実間題にこの分析方法を適用し具 

体的な問題の解明と同時に，分析方法の確立を目的と 

する。

2 . 第 1 享は，分析方法を极う。はじめに競争稱造 

分析の一般的な紹介を行ない，饒構造の違いによる 

均條点の相違を明らかにする（第 1 節)。

つぎに現実への適用にさいして生じた理論上の問題 

点の盤现を行ない，とくにチ : ンバリンが規定すこ2 

つの個別需要曲線—— 市場のシ X ァをしめす需要曲線 

D D 'と企業の特殊需要曲線 M '.一一の区別の有効性を

強調するとともに，さらにある程庇の小染団関係を加 

味した d d '曲線をdd' |»|線の代わりに用いることの有 

効性を主張している’(第2節)。

3 . 第 2 享の主題は，食肉生まが当面する問題を純 

粋競争構造との開速で考察することでちる。純粋競-ダト 

構造のもとでは，理論的には生産量と咖格が最適水準 

においてきまるとされている。しかし純粋競争の理言命 

的帰結と食肉生産の現実との問には大きな相違がある。 

その理由として，ここではまず食肉生産が純粋競争で 

はあっても，将来に関する知識の不十分と生資源移 

動のおくれからして完全競争でな、、ことを基本に考え 

る。具体的な腺肉価格の周期変助には，このほかさら 

に繁殖と肥言の経営分化，経営内の一部門である場合 

の固定費用の問題がからむ。

牛肉資源の食いつぶしは，役利用の激減，都市化や 

山村過疏化の進行力'ホきすぎて，経営としての対応が 

おくれていることによる。

4 . 第 3 章は，昭和3Q年以降全国の8 主要都市に開 

設された食肉中央卸亮市場の競f t構造と価き設定問題 

を対象とする。中央卸売市場の競争構造につレ、ては， 

市場斜売業者による産地からの荷引き行動に着目した

(購買）独占的競争という規定と， 仲卸業者と買受者 

の購買行動に注目した純粋競争という規定があを。現 

実には雨者の存在を百定しえないが，ここでは本質的 

には純粋競# 説をとる（第3節)。

中央卸売市場開設前の市場は，それにくらぺてギル 

ド的閉鎮構造と規定され（第2 節)，また最近の市場収 

扱量の停滞化は，食肉の出荷側と買受者の両者におけ 

る組織化^ネ型化の進行に伴う純粋競ホ条件の弱体化 

に蓝づくものモある（第4 節)。

5 . 第 4 まは，☆肉小売業において零細店舗が巧生 

産される仕組みを，独占的鏡争の理論に墓づ、て分析 

している。食肉小売業では立地による小集団耍因の-混 

在が認められるとともに，盛本的には大集団の独的 

競争として規定される（第 1 節)。そこでチ，ンバリン 

のモデルに依拠しながらも，かれのdd' 曲線の代わり 

に dが 曲線を採用する。が . 曲線は，dd/ 曲線にくら 

ベて傾斜は魚でる力'、，その運動は似ているものでち 

る （第2 節)C '
かくして均街は接点解としてえられ，その均衡点で 

は零細規摸，高偷格，高举プージンだが，超過利潤は 

零という関係が成立し零細店舗の冉生産の i l:組みが 

俩明される（翁3 節)。

6 . 第 5 章は★ 肉加工業を対象とする。まずその

- 1 0 1 ( 3 4 1 )

レ'レ



学 位 授 与 ，報 告

企業の製品に対する購買者の逸好（preference) に基づ 

いているJ というところから，購買者の蒸好基盤を考 

慮に入れた場合， 2 つの需要他線を区別することが必 

要 でろうという ，市場のシ^ アを示す需要曲線(DD' 

lill線）と，企業の特殊見込み需要他線ないし売上げ見 

込み曲線 i s l d ' 他線）がこれである，そ し て 「DD'Hll線 

はつねに d d / 曲線より非弾力的である j „ プ〔こ で r M '  

llH線はなぜ個々の売手が価格を引き下げようとする 

かを説明し，DD'曲線は全般的な価格低下運動が生じ 

たときの個々の企業の現実の服売量をしめしている。 

d d ，曲線は価格の低下とともにD D '1山線にそっズすべ 

、) おりるJ。この 2 つの個別需要 !ill線をつかって「独占 

的競争における（産業）均翻」をみれぱ，均衡点は最適 

点にくらベて高 filii格であり，小規模である。 そして 

d d f 曲線の弹力が小さいほど均衡点は最適点から乖離 

する。「すなわち乎均生産費はますます高くなり， 生 

産量はますます小さくなるJ。しかし，更に進んで，擎 

者は， M ' 曲線が個別企業の行基単として有効がの 

は，ま業内の企業数が多く，競争企業は自分の価格操 

作に対して対抗行動をとらないと想定するからである 

が，現実分析の用具としては，チェ，ンバリンの d d f  llll 

線に多少正を加えた方がよいと , 主張するのである。 

すなわち，現実に，ちる企業が価格を上卞させたとき， 

他の競争金業が、、ずれも現往の価格を維持すると.想定 

することは , 非現卖的にすぎろ場合が多いであろう。 ’ 

そうだとすれば，個 々の企業が現実に滞定する個別需 

要他線は <̂̂ '111}線 よ り は 非 弾 力 的 な 曲 梭 llll線）や 

あろう。 [ S d ，曲線は , 競争企業の反応、を考慮にいれる 

度合いがつよくなるはど，傾斜が急に !̂£ り，DD' fill線 

に近づく J 。そして「全企業が直ちに孩応して，同じ行 

励をとると想定する場合には， d d '  1«|線 は DD'他線に 

一 致 す る す な わ ち 「55' 曲線の傾斜は少数関係の度 

合を示しているJ のである。ここ多教もしくほ少数 

というのは， r産業内の企業数が多系か少数かJ, つま 

り 「企業の絶対数」 をいうのではなくして， 「各企業 

が行動基準として相互依存関係を視するセ、,意識す  

る力、J にがかわる，ものとして，いわれているのである。 

これらの論点は， とくに第4 章トプおいて其体化されて 

’ いるところである。 I
第 2 ぎでは，まず食め需要の墙加傾向を,愈肉類 

別需要とその伸びの違、か ら かにし愈肉 ;お變の  

価格弾力,性と所得弾力性を検Ih|した後，愈Iィ?I生鹿の競 

♦ 構造を純粋競f t構造と齒矩 l|ている。 すなわち， 

fめ肉膝ともに飼截戸数ぱ減少し， 1 戸当たり飼

葬頭数は増加したとはいうものの，いぜんとして大 1̂$ 

P1開係にあるJ。そして食肉生産における純粋競ホ構遣 

にある殺度の修正を加える動きはあるとはいう. ものの， 

「まだ現在のととろでは肉畜飼養における純粋競争構 

造を基本的に止楊するにいったとはいえないJ と述 

ベる。また肉用牛飼養の副業的性格と肉厥飼養の主業 

化傾向，繁殖段階と肥育段隙の経営的分イ匕を指摘し, ' 

費用稱成の分析を行ない，すすんで r純粋競争の理論 

的帰結と食肉生産の現実のギャップJ を問題としてい 

る。 「理論的には， 純粋競争においては生産量と価格 

は代表的企業の平均費用曲線の最低点できまり，資源 

の最適利用が実現する。ところが食肉生産は純粋競争 

構造をとっているけれども* 必要な生産物が適IE量生 

産されているとはとうてい者えられないJ こと，これ 

である。「愈肉生産が現実に当面する主要な問題は価 

格不安定と資源食いつぶしの問題で，（rh略）前者は短 

期または中期の問題であって膝肉に典型的にみられ， 

(中3H )後者は構造の問題であって肉用牛にみられるJ。 

そしてこの考寒のうえに，輸入牛肉価格と国産牛肉の 

競争力を検时•'今後の飼養技術の向上と普及によ 

り, 乳用肥-言おす牛肉が輸入牛肉に対抗しうるように. 

なる可能性は大きい_ !と述べている。

第 3 享の論点は , 昭和33年における r中央卸売市場 

の開設は，食肉流通においては，農地改ン^^^にも比すぺ 

き市場改築であったJ と い う 点 に る 。すなわち，中 

央卸売市場開設以前の市場構造を•■閉鎮体係下の卸売 

市場の麓争構造J としてとらえ，そこでの閉鎖的な相 

手取5 1は黨占市場と規定されるのに対して，中央卸売 

市場の競争構造は，その本質において，純粋競争と規 

定される。中央卸売市場の鏡争構造について，市場卸 

売業者の荷引き行動に着目した（購買）独占的競争と 

なす見解に対して，本論文のま者は，買受側の購買行 

動に注目して，純粋競争と規定することによって，需 

要独 tii的競ホ説を批利しているのである,しかし中 

央卸売市場制度は，出荷者，買受人ともに小規模，多 

教という条件のもとでこそ， もっともよくそのメリッ 

トカ瑜揮されるものである力;，出荷側と買受侧のいず 

れもが組織化し大型化して，裳占さえ成立するように 

なると，市場収引では社会的必耍量が十分に満たされ 

なくなるため，直接収引の敏向をつよめるようになり， 

全国の食肉 f?さ耍1 : の増大にもかかわらず , >セ央卸売市 

場の収极量は停滞的となって，精め筋の需給の一部し 

か代 :ましなくなるおそれがある。この点を筆者は樊態 

的廣付けをもって詳細に論じている。 ’
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競ガ4 博造を，需要が急速に增大する条件のもとにおけ 

る競ホ的寡占と規定する。そして均衡状態では，極大 

販売量に‘お、、て短期平均費川 llll線と長期平均費用曲線 

が接するモデル（第5 *10因）を設定したく第1 俯 。

そのモデルによって，需耍の墙大とともにたえず販 

鬼量極大化を求めて規模拡大をはかる食肉加工企業の 

行動が説明される。需要増大にもかかわらず，零細店 

舗の数のみが墙加する食肉小売業の場合と対照的であ 

る （第 2 節)。

7 . 第 6 章は，★ 肉経済における垂直的統合が，基 

本的には生産者ならびに購買企業の組織化，大異化に 

よる純粋競争条件の弱体化と，それに伴う卸売市場の 

機能低下によって促進されたとし（第 1 節)，出荷側と 

贾受側の双方の組織化 • 大聖化に件って， ますますつ 

よく要求される品質標準化，大量安定流通，価格安定 

の諸問題の解決の仕方，ならびに統合休内部における 

成果配分の方法について，総合商社系の霞浦まま会社 

(第 2 節〉，および生産者組織である大分県日旧市農業 

腐同組合（第 3 節〉を，それぞれインチグレーターとす 

る事例について比較考察した。

8 . 第 7 章は，畜産物の価格安定をロ的とした政府 

Hi資の機関でる畜産振興肖 f業0 が，食肉の価格安定 

，業で当面する問題を取极う。腺肉の価格維持はず業 

団の市場介入によっているが，支持すべき安定基準価 

格が低水準に決められるため，価格安矩機能が十分に

たされていないうらみがある（第 1 節)。

牛 肉 に つ 、ては，本業回が民問業者とならんで輸入 

を行なうことによって需給調整がはかられて、、るが， 

これもその成果は不十分でろ。現行の輪入割当制度 

では牛肉輸入量の決定が，供給m の安定の視点から行 

なわれて、、るが，食肉需要の代替関係が流動的な条件 

のもとでは供‘給量よりも価格の安定の視点に切り替え 

るべきであり，その試案が提言されている（S 2 節)。

論文審査の要&

本 論 文 は 「わが国の食肉経済が当面する問題を，競 

♦ 構造分析の祝免から整理することによって，U)問題 

の本質を明らか ;'こする，（2)基本的対策の手がかりをえ 

る，【3)えキ干の理論的問題の省察を行なうことを目的 

とJ するものである。 こ こ に r愈肉経济というのは， 

肉畜の飼截から愈肉として消費者に購買されるまでの 

すべての分野を含む J ものである力’、，本論力:で収极う 

ところは， 肉の全部にわたって樊態と問題を明ら 

かにすることよりも，食肉経济の問題の分析手法を確

立しその乎法に基づいて問題の本質を明確にするこ 

とJ にあるとして , その研究対象を設定している。

本論の構成は，第 1 章 r分析方法について一"- 嫌争 

構 造 分 析 の 展 望 と 問 題 J . 第 2 ぎ r純粋競中と食 

肉生産J , 第 3 ぎ 「食肉中央卸売市場の開設と'競争揺 

造の変化—— 閉鎖的競争構造から開放的競争構造へ 

—— 」，馆 4 章 「食肉小売業における独占的競争の性 

格」，第 5 ぎ 「食肉加工業における競争的霖占化の進 

行」， 第 6 享 [垂直的統合と農業者の対応 J , 第 7 章 

「畜産振與事業団による食肉価格安足事業の経済学 J 

の 7 法から成ィている。 .

第 1 ぎは，本諭文を貫く分析手法の理論的な解明で 

ある。まず競争構造分析の紹介がなされ，チェンバリ 

ソ (E.H. Cham berlin)の 「独占的競争 j ,  ロビンソン 

(Joan Robinson)の r不完全競争 j , それを産業組織論 

(Industrial Organization)にまで体系化したベイン（Joe 

S. B a in )の理論， これら襄占論の流れを有力な手法と 

して， 日本の食肉経済の分析に具体的に適用すること 

力巧く̂される。 とくに， •■競争構造分析では,市場構造 

(market structure)と，そこで個々の企業がとる市場行 

動 (market conduct) のあ> り方とが，. 市 場 成 果 (market 

performance)にどのように関係するあ、お考察 す る j  „ 

すなわち，競争構遺分析は，企業理論と異なって，個 

々の企業のむ動が市場構造によって規定される側面の 

あることに注目せんとするのである。そして，★肉経 

済においては，食肉生産（肉畜の繁船と肥#),中央卸売 

ホ場，食肉加工業，および小売業のあいだには自ら競 

争構造のちがV、があって，前二者は基本的に純粋競♦  

播造をもっているのに対して，後二者は独占的競争お 

よび族占構造をもっていると,その競争構造の性格を 

規定している。 ’ ’

このような競ホ構造分析の方法に基づいて，「わが 

国め食肉経済」 という具体的な对象を极うにあたって , 

「生じた老 干̂の理論上の問題点のいくつかについて fc  

らかじめ整理しておこうJ といって,つぎのような点 

を指摘している。すなわち , . 「市場構造耍因り間には， 

f c る殺度の相互依存関係ないし因果関係がある■'ふ 

つう製品差別化は参入障德を高や， また高、、参入障雄 

は供中を増大する値向が f c ると考えられている J , し 

かし製品差別化は參人自由の条件と而立しえないかと 

いえぱ, そうもいえないのである。 r独占的競ホのよ 

うに企業数が多く，企業規模が小さい場合は，参入障 

壁は，事実上無祝しうるほど小さいとして差し支えな 

い_1。そこで， r個別需要仙練の右下りの傾斜は，特走
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る。事業団の市場介入方式と•■不足仏い方式J との優 

劣については，「南業団市場介入方式の方ヵ'、，不足拉  ̂

い方式よりはるかに有利なようにみえるJ ゼ、’それは 

政府財政負担の点から有利であるというにすぎず， 

r不足仏い方式の場合には消費者は安い腺肉を購入で 

きるから， 消費者の貧担は少なくなJ り， 「社会全体 

の費用の点からすれは\ 結論は違ってくるr と述べ 

ている， また事業団の牛肉輪入の意義についても， 

「牛肉輸入制度.の仕組みと運営」および•■事業団によ 

る牛肉輸入の現状」を詳細に分析して，事業団牛肉輪 

入の趣旨を明確化する必要， 「需給調節， 価格安定を 

抽象的なスローガンにするのではなく，積極.的に生か 

そうとすれば，安定すべき価格水準を毎年明示すべき 

でJ, r事業団の牛肉輸入は，その安定すべき価格水準 

，の維持のために行なわれるぺきでJ ホ)るという政策提 

言を行ない， 更に， r事業団の趣冒にそった運営J に 

ついてのいくつかの提言を行なっている。

以上のように，本論文は，ま者のいう r食肉経済J 
の流通跨階のそれぞれにおける市場構造分析を行なっ 

たものであり，したがって，当然のことながら，その 

背後にある肉畜の生座構造の分析は考察の対象外にお 

かれている。 その服界がまた， 限 界 内 で の 「食肉経 

済J の分析に対しても，いくつかの疑間を生ぜしめず 

にはおかないよ，うに思われ.る。 たとえば， 「輸入牛肉 

と競合する国産牛肉は乳用牛肉でちるJ ことから， 

r増産を期待される乳;Fj肥育おす牛肉について， 輸入 

牛肉との競争力を検时しJ , 「乳用肥育おす牛肉が輸入 

牛肉に対抗しうるようになる可能性」 をあげて ,「乳 

用肥-#おす牛肉にかんするかぎり，輸入牛肉の競争を 

おそれる必要はあまりない」と述べている。

しかし牛肉の服売価格力';相対的に高いことが，わ 

が国の醋農を支えている1 つの重耍な柱であることを 

考慮にいれれば, 恼単に結論をだすわけにはいかなV、 
問題を内包している。生乳価格，原料乳価，醋農製品 

価格> の相冗関連において，それは論じられなければ 

ならないからである。また，乳用おす牛肥育農家の生 

産構造の性格を明らかにしないかぎり，北海道と内地 

における乳用肥育おす牛1 頭当り生産費構成の著しい 

邀 い （北海道では素牛費の割合が著しく高い）も解明され 

えない。そのようなととは，インテグレーシg ンにつ 

いてもいいうる。本論文では「総合商社にとって，養 

腺部門について直営をやるがいい力、，系列会社ないし 

子会社による頓託生産のインチグレ-*シ g ンを行なう

する決め手は，後行利子率を支払いうるはどの生産性 

の高さが前提とんるけれども，同時に養膝が，エ梁生 

産におけるようにt十画通りの生産と，価格の安定がで 

きるかということ力’1基 本 で る J と述ぺている力•、，他 

方で当然インテグレーシg ン♦下の養膝農家の生産構 

造の性格が,同様に決定的な決め手となるとともまた 

事:実である。霞浦畜産K K が 「昭和 37〜8 年の腺価暴 

器時に1 億円をこえる売投金の焦げ付きが生じたため， 

生産性の低い農家を大幅に整理して，管理農場方式を 

とったJ のもその証左にはかならない。 ，

このように，本論文は，その自ら設定した限界に由 

来する不充分さはまぬ力;れないとはいえ，そのことは 

本'論文のもつ積極的な意義を些かも失わしめるもので 

はない。本論文が，肉畜の飼養から食肉として消費者 

に購買されるまでの，わが国の食肉経済の問題を，一 

貫した競争構造分析の手法を用いて，具体的事笑に即 

して，分析した業績は高く評価されてよい。競争構造 

分析の手法は，独占禁止と産業T?編成が重要な問題で 

あったアメリ力で主として発展したところの，アメリ 

力の現実の政策ときわめて関係の深い学問的性格をも 

つといわれている。そのようなアメリ力の現実を背景 

として成立した分祈手法を，産業構造の著しく異なろ 

わが国の， とくに r食肉経清J に適用したことには， 

その有効性に疑問がないでもない。しかし筆者は， 

その適用に当っては，現実に即応してそのモデルに改 

良を加え，また筆者独ほの展開を行なっているので 

って，わが国ではまだ理論的領域にとどまることが多 

いとみられ?6 産業組織論の研究領域において，•■その 

梓を破って，わが国の食肉経济のような実際問題にJ 
競争構造分析の手法を適用し「分析方法の確立と同 

時に具体的な問題の解明を試みたJ 本論文は，まこと 

に, 独創的であるのみならず，その手がたい分析手法 

に基づく綿密な突態分析は高く評価さるべきもので 

る。加えて，従来の研究において比較的手薄であった 

肉畜♦食肉の流通 . 市場構造の解明に寄."するところ 

きわめて大なるものがfcるというべきでもる•
よって本論文は，経资学博士の学位を授-ケするに十 

分値するものと刺断する。

•論文審查担当者主查小池基之 

訓 查 併 東 估 吉  

副 查 僻 盤 政 治
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第 4 章では，食肉小売業における零細jJT舗再尘産の 

メカニズ/、が,独占的競争の論理によって説明されて 

いる，すなわち， 「もより品小売業J としての食肉小 

売業の特質の解明,小売店り数と規模別分力め検討な 

どから，「従業貫による说模の大小と従藥員1 人 1 日 

当り販売額との間には媒模的な関係がみられないJ と 

述べ，経済性の指標や損益分岐点，製品差別化を考慮 

しながら，仓肉小売業における競争の本質を独tii的競 

争とみている。そして独占的競争におけろ市場均衡イ匕 

の仕組みを，第 1 章においてとりあげた「理論上の問 

題点」を適用しつつ，価格競争（売上げia込み仙線秘'の 

上下シフト），参 入 （市場のシ:Cアをしめす需耍1山線のシフ 

ト），非価格競争の観点から明ら‘がにしている。このよ 

うな理論的メカニズムがr食肉小売業における長期調 

整の現実_ !のなかで換討され， ■'国全体として食肉需 

耍カ■ 大しても，独占的競争の姑果，個々の小売店の 

規模は拡大されず，小売店の数のみが増加するJ とし 

て，零細店舗再生産の必然性が確認されているのでち 

る。

第 5 章においては，盘肉加工業の特質を，原料费の 

高率性，腺肉以外の加工原料肉の利用，食肉卸鬼業の 

兼営という側面からとらえ,食肉加工業の著しい成長 

とそれに仲う企業数と規.模別分布，および製品差加化 

の実情を明らかにして，食肉加工業における競争の本 

質 を r競争的寡占化の進行J と規定している。そして， 

食肉加工業の価格設定に当っては,’ フル•コスト原则 

に基づいてそれを行なわんとするものである力;，その 

適用にあたって，照料肉に上積みすべきマーク，アッ 

プ率の换时に対しては，現在のお肉加工品にねける場 

合のように， 需要の成長が著しい場合は， r甚占体の 

企業の行動原理として，刹潤極大化原理は後退し，企 

業は市場占有率を高めるたれに,服売高の極大化原理 

のガを重祝すべきJ であって，この点力'、考慮されるも 

のとしている。そこに「需変塌大に伴い，たえず販売 

量極大化を求めて说摸拡大をはかる競ガt的寡占の行 

動J と 「需要増大にもかかわらず零細; 舗がW生産さ 

れる食肉小売業J との差異，すなわち競争的黨占と独 

占的競ヴトというホ場偶造の差お力’、検出されているので 

ぁる。

统 6 商では，垂直的統合とは「生産一流通過種にお 

ける 2 つ以上の継起的段階の，管理上の意思決定の盤 

合 で る J と定義し，サ央卸売制度の有効I生を支え 

る純粋練争構造:要因の弱体化は，逆に食肉経済におけ 

る垂Iぱ的統合を促進するJ としている。そして，総合

商社伊藤AU商事K K 系の® 浦畜遗K K と，大分県日m 

農協をインチグレーターとする2 つの事例について，

(1)品質標準化，大量安定流通，価格安定の取組み方，

および《2)統合体の内部における成果配分方式が，考察, 

分析されている。霞浦畜産方式は，飼料代理商を兼ね 

る霞浦畜産K K カ後殖農家および肥育農家と3 〜5 年 

の契約を結んで大型養膝機構を結成し晨家に対して 

標準原価に基づく一定額を保証する方式であるが，そ 

の特徴は次の点にあるとされる。第一*に，単に肥育農 

家に対するインチグレーターではなく，子腺繁殖と肉 

腺肥育とのニ段階を力バーし，親会社が伊藤忠商41:で

るところから，飼料(アミノ飼料K K )の導入，肉)塚販 

売 (プリマハムK K )においても相手企業と速係力、:深く， 

併藤忠商事は飼料導入，繁殖，肥ま，販売の各段階に 

わたるシステム. オーガナイザ一となっているこ.と。 

第二に，繁殖段階をシステムのなかに組み入れること 

によって，大型養腺におけるアキレス腿である素腺に 

ついて，システム内での一貫生産をはかり，肥̂ ^す農家に 

は管理農場制度，繁殖農家には委任農場制度をとって， 

画一的な取り扱いをさけていること。第三に，契約期 

問を1 力年ではなく， 3 〜5 年という長期精算方式を 

採用すろととによって，腺肉価格の周期変動のリスク 

回避をはかっていること。これである。大分県日EU， 

協方式では，農協が管内の子腺のほとんどを預託し 

肉腺集出荷を管理するだけでなく，屠畜，部分肉加工， 

消費地（東京，大阪）における卸し小売担当の子会社 

を運営するという方式をとっている。食肉侧格の安定 

化，取引力の雜持，所得率の引き上げをねらいとして 

成立してきたシスチムでる。

策者は更に，このような具体的なインチグレーシ3  

ンにおける問題,なを#細に分析することによつ て， 

rインテグレーシ 3 ンが進行するなかにあって， 弱小 

の廣業生産者侧の利益を抑護する仕組みを、かにクく 

りだすか」 という問題を提起して， 「霞浦畜産方式で 

は日本畜産振與会が結成されて，一面労働組合的機能 

を果たしJ, •■日旧舉協方式では，農協みずからがイン 

チグレータ^ となうて，食肉加工業や大型販売機構に 

よる統合を回避する姿勢を貫ぬいているJ ☆を注目し 

ている。

第 7 章では，指定★ 肉，原料乳および指定乳製品の 

需給調盤と価格安定ぶ目的として，昭和36年に設☆：さ 

れた畜産振與事業回腺肉flUi格安定事業の考え方，安 

定価格の算走方法，迎営の仕組みを，3だ樊に照して檢 

討しつつ，現行安走事蒙の.間® 点の摘orを行なってい
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